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決算報告書



円 円

【 】 【 2,263,281,645 】 【 】 【 235,805,488 】

現 金 及 び 預 金 2,020,531,341 買 掛 金 19,089,479

売 掛 金 60,114,277 未 払 金 19,179,337

棚 卸 資 産 62,255,178 未 払 費 用 52,641,372

未 収 入 金 93,728,460 前 受 金 56,931,852

未 収 法 人 税 等 41,519 預 り 金 29,157,817

前 払 費 用 14,276,007 未 払 法 人 税 等 20,795,100

そ の 他 流 動 資 産 4,519,541 未 払 消 費 税 19,339,900

繰 延 税 金 資 産 8,362,333 賞 与 引 当 金 18,670,631

貸 倒 引 当 金 △ 547,011

【 】 【 249,190,169 】

（ ） （ 47,884,140 ） 【 】 【 66,324,000 】

建 物 39,707,062 預 り 保 証 金 66,324,000

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 10,048,491

建 物 付 属 設 備 20,534,245

付 属 設 備 減 価 償 却 累 計 額 △ 9,694,143 302,129,488

構 築 物 700,000

構築物減価償却累計額 △ 692,996

車 輌 運 搬 具 7,160,906 【 】 【 2,225,198,926 】

車両運搬具減価償却累計額 △ 4,240,315 資 本 金 10,000,000

工 具 、 器 具 及 び 備 品 41,658,158 （ ） （ 2,500,000 ）

器 具 備 品 減 価 償 却 累 計 額 △ 37,524,286 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,500,000

建 設 仮 勘 定 324,000 （ ） （ 2,212,698,926 ）

（ ） （ 15,362,751 ） 繰 越 利 益 剰 余 金 2,212,698,926

施 設 利 用 権 5,539,858 【 】 【 △ 14,856,600 】

ソ フ ト ウ エ ア 8,275,449 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 14,856,600

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 1,547,444

（ ） （ 185,943,278 ）

敷 金 ・ 保 証 金 44,733,791

投 資 有 価 証 券 133,470,000

長 期 繰 延 税 金 資 産 7,653,400

長 期 前 払 費 用 86,087 2,210,342,326

資 産 の 部 合 計 2,512,471,814 2,512,471,814

流 動 資 産 流 動 負 債

平成  31 年 3 月 31 日 　現在

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

負 債 の 部 合 計

固 定 資 産

固 定 負 債

株式会社わかるとできる

有 形 固 定 資 産

負債及び純資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

評 価 差 額 金

無 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

純　　資　　産　　の　　部



円

【 】

直 営 教 室 売 上 636,006,907

Ｆ Ｃ 売 上 高 234,975,000

コ ン テ ン ツ 売 上 304,770,234

物 販 売 上 87,238,606

そ の 他 収 入 10,361,908 1,273,352,655

【 】

期 首 棚 卸 高 77,557,349

仕 入 高 149,404,538

期 末 棚 卸 高 △ 61,513,179 165,448,708

売 上 総 利 益 （ 1,107,903,947 ）

【 】 932,944,118

営 業 利 益 （ 174,959,829 ）

【 】

受 取 利息 ・配 当金 2,012,486

雑 収 入 640,873 2,653,359

【 】

雑 損 失 2,442 2,442

経 常 利 益 （ 177,610,746 ）

【 】

貸 倒 引 当 金 戻 入 38,874 38,874

【 】

固 定 資産 除売 却損 22

商 品 廃 棄 損 6,253,577 6,253,599

税 引 前当 期純 利益 （ 171,396,021 ）

法人税及び住民税額 52,229,640

法 人 税 等 調 整 額 960,195

当 期 純 利 益 （ 118,206,186 ）

自 平成  30 年 4 月  1 日
至 平成  31 年 3 月 31 日

科　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

株式会社わかるとできる

販売費及び一般管理費

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 費 用

売 上 原 価

純 売 上 高

営 業 外 収 益



評価・換算差額等

その他

その他利益剰余金 有価証券

繰越利益剰余金 評価差額金

10,000,000 2,500,000 2,500,000 2,094,492,740 2,094,492,740 2,106,992,740 △ 15,184,000 2,091,808,740

当期純損益金 118,206,186 118,206,186 118,206,186 118,206,186

その他有価証券の評価益 327,400 327,400

118,206,186 118,206,186 118,206,186 327,400 118,533,586

10,000,000 2,500,000 2,500,000 2,212,698,926 2,212,698,926 2,225,198,926 △ 14,856,600 2,210,342,326

株主資本等変動計算書

当期変動額合計

自 平成  30 年 4 月  1 日 至 平成  31 年 3 月 31 日  単位 円

純資産の部

当期末残高

資本剰余金 利益剰余金

前期末残高

当期変動額

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
その他資本剰余金



株式会社わかるとできる

１．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金

　　　　一般債権について法人税法に定める繰入率（0.6％）により、期末売掛債権及び

　　　貸付債権に対し差額補充法により計上しております。

　（２）賞与引当金

　　　　従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額基準に基づき賞与支給計

　　　算期間のうち当期に対応する金額を計上しております。

２．棚卸資産の評価方法

　　最終仕入原価法により評価しております。

３．有価証券の評価方法

　　移動平均法による原価法により評価しております。

４．減価償却の方法

　（１）有形固定資産の減価償却方法･･･定率法によっております。ただし、建物及び付属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 設備、構築物については定額法によっております。

　（２）無形固定資産の減価償却方法･･･定額法によっております。

５．その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項

　（１）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　　　未払事業税 2,185,996 円

　　　賞与引当金 6,176,337 円

　　繰延税金資産合計 8,362,333 円

　　　投資有価証券の時価と取得価額の評価差額 7,653,400 円

　　長期繰延税金負債合計 7,653,400 円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要

　　法定実効税率 34.00%

１．純資産額 11,051,711 円 63 銭
　　　　　　　
２．当期純利益額 591,030 円 93 銭

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因の主な内訳

Ⅲ. 一株当たり情報に関する注記

個別注記表

自 平成  30 年 4 月  1 日 
至 平成  31 年 3 月 31 日 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

Ⅱ. 税効果会計に関する注記



代 表 取 締 役 社 長 硲　弘一

専 務 取 締 役 植田　敬子

常 務 取 締 役 山口　保司

監 査 役 中西　貢

上記の通りご報告申し上げます。

令和 1 年 5 月 24 日

株式会社わかるとできる

令和 1 年 5 月 24 日

監査の結果、いずれも適法かつ正確であることを認めます。


